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証券コード　4960

平成26年６月11日

株 主 各 位

神 戸 市 中 央 区 京 町 8 3 番 地

取締役社長 片 木 茂 行

第33期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。

　さて、当社第33期定時株主総会を下記により開催いたしますので、

ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成26年６月25日（水曜日）

午後５時30分までに到着するようご送付いただきたくお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成26年６月26日（木曜日）午前10時

２．場 所 神戸市中央区港島中町６丁目９番１号

神戸国際会議場　５階　501号室

（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 第33期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）事業報

告および計算書類内容報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金処分の件

第２号議案 取締役５名選任の件

第３号議案 株式給付信託導入の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出

くださいますようお願い申しあげます。

　なお、事業報告、計算書類ならびに株主総会参考書類の記載事項を修正する必

要が生じた場合は、修正後の事項をインターネット上の当社ウェブサイト（アド

レス　http://www.chemipro.co.jp）に掲載いたしますのでご了承ください。
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（添付書類）

事　業　報　告

(平成25年４月１日から)平成26年３月31日まで

１．会社の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過および成果

　当事業年度における世界経済は、米国では、雇用や個人消費が堅調に推

移したうえ、企業の生産活動にも明るさが見えてまいりました。欧州では、

ソブリン債務問題が解消に向かうなかで企業業績も緩やかに改善に向かい

ました。また、新興国では中国経済が堅調さを取り戻す一方で、その他の

新興国では景気のスローダウン基調に変化は見られない状況が継続いたし

ました。このように世界経済全体としては年度を通じて回復基調にはあり

ましたが、新興国経済を中心に不安定さも残りました。

　一方、日本経済は一昨年来のアベノミクスによる株高・円安や景気刺激

策などの効果から回復軌道に乗ってはおりますが、成長戦略の成否につい

ては予断を許さず、国内外経済全体としては、はっきりとした景気回復局

面にあるとの確証をもてる状況には至っておりません。

　当社の属するファインケミカル業界は、このように国内外経済が推移す

るなか、懸念されていた欧州での自動車産業の業績も回復基調となったも

のの、原材料価格高騰にともなうコスト増、加えて中国・アジアマーケッ

トを中心にグローバルな販売価格競争は継続しており、収益環境は厳しい

状況で継続推移いたしました。

　このような状況のもと、当社の業績は、紫外線吸収剤の主力製品である

ベンゾトリアゾール系薬剤の海外向け販売数量は前期比増加し、紫外線吸

収剤全体の売上高は増加いたしました。写真薬中間体の売上は減少いたし

ましたが、製紙用薬剤や酸化防止剤、電子材料、受託製品などでは売上が

増加し、ホーム産業事業での消費税率引き上げ前の駈け込み需要などもあ

り売上高全体では、前期比５億75百万円増（前期比7.4％増）の83億82百万

円となりました。

　利益面は、引き続き経費圧縮に努めましたものの、原材料価格の高騰や

グローバルな販売価格競争の継続から、上記主力製品など添加剤を中心に
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利益率改善が進まず、営業利益は２億76百万円（同9.1％増）、経常利益は

生産休止費用78百万円を計上したこともあり１億４百万円（同13.2％増）

にとどまりました。当期純利益につきましては、法人税等49百万円を計上

したことにより、54百万円（同55.8％減）となりました。

　以下に各事業の概況をご報告いたします。

〔化学品事業〕

　売上高は、欧州自動車産業の業績が回復基調となったことから、紫外

線吸収剤の主力製品であるベンゾトリアゾール系薬剤の海外向け販売数

量が増加し、紫外線吸収剤全体の売上高が、前期比２億11百万円増の46

億44百万円（前期比4.8％増）となる一方、製紙用薬剤が同96百万円増

（同32.7％増）、電子材料が同93百万円増（同69.4％増）となったこと

に加え、受託製品などを含むその他で同１億59百万円増（同11.9％増）

となり、写真薬中間体での前期比82百万円の売上減（同25.9％減）をカ

バーし、全体では同５億19百万円増（同7.6％増）の73億68百万円となり

ました。

〔ホーム産業事業〕

　売上高は、不採算であったＤＩＹ商品から前期第３四半期に撤退した

影響での減収がありましたが、消費税率引き上げ前の駆け込み需要など

の影響で木材保存薬剤が前期比71百万円増（前期比8.9％増）となり、全

体では同56百万円増（同5.9％増）の10億13百万円となりました。

－ 3 －

当事業年度の事業の状況



2014/05/27 19:04:59 / 13981676_ケミプロ化成株式会社_招集通知

②　設備投資および資金調達の状況

　当事業年度の設備投資は、リースを含めて５億５百万円であり、その主

な内訳は次のとおりであります。

固定資産 リース 計

姫路工場 機械及び装置 ７百万円 － ７百万円

工具、器具及び備品 ３百万円 － ３百万円

リース資産 － 23百万円 23百万円

相生工場 建　　　物 ７百万円 － ７百万円

機械及び装置 12百万円 － 12百万円

工具、器具及び備品 24百万円 － 24百万円

リース資産 － 24百万円 24百万円

明石工場 建　　　物 ３百万円 － ３百万円

機械及び装置 11百万円 － 11百万円

福島工場 建　　　物 ４百万円 － ４百万円

建設仮勘定 ２億58百万円 － ２億58百万円

土　　　地 21百万円 － 21百万円

福島研究所 リース資産 － ４百万円 ４百万円

　なお、上記設備投資につきましては、自己資金およびリースによりまか

ないました。
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(2) 直前３事業年度の財産および損益の状況 （単位：千円）

区　　分
第 30 期

(22.4.1～23.3.31)
第 31 期

(23.4.1～24.3.31)
第 32 期

(24.4.1～25.3.31)
第33期(当事業年度)
(25.4.1～26.3.31)

売 上 高 9,418,426 8,579,830 7,806,563 8,382,054

経 　  常 　  利 　  益 434,970 359,978 92,097 104,223

当  期  純  利  益 412,242 133,229 123,081 54,448

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 24円87銭 8円04銭 7円43銭 3円29銭

総 資 産 12,870,904 12,656,062 13,086,386 13,244,962

純 資 産 3,634,450 3,771,321 3,823,751 3,846,337

 (注) １株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により算出してお
ります。

(3) 対処すべき課題

　世界経済は、米国景気の底堅さが維持され、欧州でもソブリン債務問題が

解消に向かっており、全体としては堅調に推移するものと思われますが、新

興国経済の改善には今しばらくの時間が必要と思われますし、近時のウクラ

イナ問題などの影響も不安材料となっております。

　一方、日本経済は、株高・円安などの効果により回復軌道には乗っており

ますが、消費税率引き上げの影響や今後の成長戦略の成否により景気動向が

左右されるものと思われます。

　このような状況のもと、次期の見通しでは当社主力製品の紫外線吸収剤な

どのプラスティック添加剤は、当事業年度比減収となるものと考えておりま

すが、新規受託ビジネス、電子材料等が寄与していくものと予想しておりま

す。

　当社といたしましては、グローバルな販売強化はもとより、製品の品質改

善と生産効率の向上による製品競争力の強化に加え、有機エレクトロ・ルミ

ネッセンス等の電子材料関連への経営資源の重点的配分と利益体質の改善に

向けた経営戦略の実現により、適切な利益を確保するよう努めてまいります。

　株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援、ご鞭撻を賜ります

ようお願い申しあげます。
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(4) 主要な事業内容（平成26年３月31日現在）

有機化学工業薬品（紫外線吸収剤、写真薬中間体、電子材料、製紙用薬剤、

酸化防止剤、木材保存薬剤等の製品）の製造販売

(5) 部門別売上高の概況（平成26年３月31日現在）
（単位：千円）

事 業 別 品　目

第 31 期
(23.4.1～24.3.31)

第 32 期
(24.4.1～25.3.31)

第33期
（当事業年度）

(25.4.1～26.3.31)

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

化学品事業 紫外線吸収剤 4,664,861 54.4 4,433,326 56.8 4,644,379 55.4

製 紙 用 薬 剤 482,857 5.6 296,003 3.8 392,872 4.7

酸 化 防 止 剤 223,144 2.6 257,700 3.3 303,304 3.6

写真薬中間体 444,356 5.2 317,728 4.1 235,426 2.8

電 子 材 料 457,548 5.3 134,488 1.7 227,828 2.7

防  剤 49,916 0.6 47,928 0.6 47,597 0.6

染料・顔料中間体 20,725 0.2 19,951 0.2 15,186 0.2

そ の 他 1,251,519 14.6 1,341,969 17.2 1,501,967 17.9

（小　計） 7,594,929 88.5 6,849,097 87.7 7,368,559 87.9

ホーム産業事業 木材保存薬剤 827,284 9.7 809,688 10.4 881,664 10.5

Ｄ Ｉ Ｙ 商 品 43,203 0.5 11,700 0.2 － －

そ の 他 114,412 1.3 136,077 1.7 131,831 1.6

（小　計） 984,900 11.5 957,466 12.3 1,013,495 12.1

合 計 8,579,830 100％ 7,806,563 100％ 8,382,054 100％

（注）１．数量については、同一品目の中でも種類が多く、かつ仕様も多岐にわたるため、記載

を省略しております。

２．金額は、販売価格で表示しており、消費税等を含んでおりません。

３．主要品目は、事業毎に分類して表示しております。

４．化学品事業のその他には、受託製品等を含めております。
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(6) 主要な事業所（平成26年３月31日現在）

本　　社　　　　神戸市中央区京町83番地

研 究 所　　　　相生、福島

工　　場　　　　明石、姫路、相生、大阪

営 業 所　　　　大阪、福岡、関東（埼玉県日高市）

(7) 従業員の状況（平成26年３月31日現在）

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

194（5）名 3名増（1名減） 40.1歳 13.0年

（注）従業員数は就業員数で、従業員、嘱託、受入出向者を含んでおります。またパートおよび

派遣社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

(8) 主要な借入先の状況（平成26年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,411百万円

株 式 会 社 み な と 銀 行 1,385

株 式 会 社 中 国 銀 行 710

株 式 会 社 り そ な 銀 行 565

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 515
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２．株式の状況（平成26年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 66,000,000株

(2) 発行済株式の総数 16,623,613株

(3) 株主数 1,569名

(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

福 岡 直 彦 2,791千株 16.8％

福 岡 靖 介 1,734 10.5

船 坂 陽 子 1,733 10.5

Ｂ Ａ Ｓ Ｆ ジ ャ パ ン 株 式 会 社 1,270 7.7

渡 辺 公 夫 830 5.0

ケ ミ プ ロ 化 成 取 引 先 持 株 会 711 4.3

株 式 会 社 み な と 銀 行 593 3.6

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 333 2.0

丸 紅 ケ ミ ッ ク ス 株 式 会 社 249 1.5

宮 田 　 宏 200 1.2

（注）持株比率は自己株式数（57,026株）を控除して計算しております。
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３．会社役員の状況

(1) 取締役および監査役の状況（平成26年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当または重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 会 長 福 岡 直 彦

代 表 取 締 役 社 長 片 木 茂 行 管理本部長兼コンプライアンス
担当役員

取 締 役 河 井 典 生
営業本部長兼営業部長兼有機電
子材料技術本部長兼有機EL材料
技術部長兼福島研究所長

取 締 役 金 子 勇 一
生産技術部統括本部長兼新規ビ
ジネス推進技術担当役員兼有機
電子材料技術本部技術担当役員

取 締 役 相 談 役 北 川 和 則 生産本部相生工場長

常 勤 監 査 役 清 水 俊 造

監 査 役 香 山 敏 廣 税理士

監 査 役 梅 田 和 路

監 査 役 大 石 　 建
ＢＡＳＦジャパン株式会社
法務本部ディビジョンヘッド

（注）１．当事業年度中の取締役の異動

　　　　　北川和則氏は平成26年２月１日付で、常務取締役生産本部長より取締役相談役兼生産

本部相生工場長に異動しております。

　　　２．当事業年度中の監査役の異動

　　　　　該当事項はありません。

　　　３．監査役香山敏廣氏および梅田和路氏ならびに大石建氏は、社外監査役であり、東京証

券取引所に独立役員として届け出ております。

４．監査役香山敏廣氏は、税理士の資格を有し、財務および会計に関する相当程度の知見

を有しております。

－ 9 －
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(2) 取締役および監査役に対する報酬等の総額

区 分 人 員 報酬等の総額

取 締 役
（う　 ち　 社　 外　 取　 締　 役）

5名
（-）

102,800千円
（-）

監 査 役
（う　 ち　 社　 外　 監　 査　 役）

4
（3）

19,380
（10,200）

合 計
（う　 ち　 社　 外　 役　 員）

9
（3）

122,180
（10,200）

（注）1.取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

　    2.当社は、平成21年６月25日開催の第28期定時株主総会終結の時をもって取締役および監

査役の役員退職慰労金制度を廃止し、同総会終結後、引き続いて在任する取締役および

監査役に対しては、役員退職慰労金制度廃止までの在任期間に対応する役員退職慰労金

を各氏の退任時に贈呈することを決議しております。

(3) 社外役員に関する事項

　①　監査役大石建氏は、ＢＡＳＦジャパン株式会社の法務本部ディビジョンヘ

ッドを兼務しております。なお、同社は、当社の特定関係事業者でありま

す。

　②　当事業年度における主な活動状況

・監査役香山敏廣氏は、当事業年度開催の取締役会17回中16回、また監査

役会７回のすべてに出席し、税理士の立場で専門的な見地から意見を述

べております。

・監査役梅田和路氏は、当事業年度開催の取締役会17回ならびに監査役会

７回のすべてに出席し、長期にわたる当社社外監査役としての実績とコ

ーポレートガバナンスの見地から意見を述べております。

・監査役大石建氏は、当事業年度開催の取締役会17回中15回、また監査役

会７回のすべてに出席し、当社事業と関連の深い分野における専門的な

知識と幅広い経験から意見を述べております。

　③　責任限定契約の内容の概要

　当社と各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定め

る最低責任限度額を限度としております。

－ 10 －
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４．会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称　　　　有限責任 あずさ監査法人

(2) 会計監査人の報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

①　公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 26百万円

②　当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利

益の合計額

26百万円

（注）　当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監

査と金融商品取引法に基づく監査の額を区分しておらず、実質的

にも区分できないため、上記の金額にはこれらの合計額を記載し

ております。

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ

ると判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、または、監査役会の請

求に基づいて、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会議の目的とす

ることといたします。

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当す

ると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いた

します。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される

株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたし

ます。

－ 11 －
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５．業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以

下のとおりであります。

①　取締役、従業員の職務執行が法令および定款に適合することを確保する

ための体制

　企業倫理規定をはじめとするコンプライアンス体制に係る規定を、役員

および従業員が法令および定款ならびに社会規範を遵守した行動をとるた

めの行動規範とする。また、その徹底を図るため、総合管理部においてコ

ンプライアンスの取り組みを横断的に統括することとし、同部を中心に従

業員教育等を行う。

　内部監査室は、総合管理部と連携のうえ、コンプライアンスの状況を監

査する。これらの活動は、定期的に取締役会および監査役に報告されるも

のとする。

　法令上、疑義のある行為等について従業員が直接情報提供を行う手段と

して、ホットラインを設置、運営する。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　文書取扱規程にしたがい、取締役の職務執行に係る情報を文書または電

磁的媒体（以下文書等という）に記録し、保存する。取締役および監査役

は、常時、これらの文書等を閲覧できるものとする。

③　損失の危険の管理に関する規程、その他の体制

　コンプライアンス、環境、災害、品質、情報セキュリティおよび輸出管

理等に係るリスクについては、それぞれの担当部署において、規則やガイ

ドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成および配布等を行うもの

とし、組織横断的リスク状況の監視および全社的対応は総合管理部が行う

ものとする。

　新たに生じたリスクについては、取締役会において速やかに対応責任者

となる取締役を定める。

－ 12 －
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④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役会は、取締役および従業員が共有する全社的な目標を定め、業務

担当取締役はその目標達成のために各部門の具体的目標および会社の権限

分配、意思決定ルールに基づく権限分配を含めた効率的な達成の方法を定

め、ＩＴを活用して取締役会が定期的に進捗状況をレビューし、改善を促

すことを内容とする全社的な業務の効率化を実現するシステムを構築する。

⑤　当会社および子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するた

めの体制

　グループのセグメント別の事業に関して責任を負う取締役を任命し、法

令遵守体制、リスク管理体制を構築する権限と責任を与えており、総合管

理部は、これらを横断的に推進し、管理する。

⑥　監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における

当該従業員に関する事項ならびにその従業員の取締役からの独立性に関

する事項

　監査役は、特定の従業員に監査業務に必要な事項を命令することができ

るものとし、監査役より監査業務に必要な命令を受けた従業員はその命令

に関して、取締役等の指揮命令を受けないものとする。

⑦　取締役および従業員が監査役に報告するための体制その他の監査役への

報告に関する体制

　取締役および従業員は、監査役に対して、法定の事項に加え、当社およ

び当社グループに重大な影響をおよぼす事項、内部監査の実施状況、コン

プライアンス・ホットラインによる通報状況およびその内容を、必要に応

じて適宜報告する体制を整備する。

⑧　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役と代表取締役との間の定期的な意見交換会を設定する。

本事業報告中の記載金額および株式数の表示単位未満は切り捨てて、また比率

の表示桁数未満は四捨五入で表示しております。

－ 13 －
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貸　借　対　照　表
（平成26年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
［資　 産　 の　 部］ ［負　 債　 の　 部］
流　動　資　産 8,529,298 流　動　負　債 6,697,755
現 金 及 び 預 金 3,431,826 支 払 手 形 507,869
受 取 手 形 117,712 買 掛 金 547,665
売 掛 金 1,990,712 短 期 借 入 金 3,900,000
商 品 40,991 １ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 150,000
製 品 1,604,540 １年以内に返済予定の長期借入金 809,086
半 製 品 730,349 リ ー ス 債 務 40,396
原 材 料 416,733 未 払 金 235,759
仕 掛 品 97,311 未 払 費 用 99,827
貯 蔵 品 29,046 未 払 法 人 税 等 35,007
前 払 費 用 52,443 預 り 金 8,101
未 収 入 金 22,136 前 受 収 益 806
そ の 他 7,371 賞 与 引 当 金 53,678
貸 倒 引 当 金 △11,874 設 備 支 払 手 形 267,186

固　定　資　産 4,711,974 そ の 他 42,370
有 形 固 定 資 産 4,443,329 固　定　負　債 2,700,869
建 物 902,047 社 債 100,000
構 築 物 64,183 長 期 借 入 金 1,855,700
機 械 及 び 装 置 187,284 リ ー ス 債 務 87,553
車 輌 及 び 運 搬 具 25 繰 延 税 金 負 債 12,843
工具、器具及び備品 49,899 退 職 給 付 引 当 金 323,168
土 地 2,853,658 未払役員退職慰労金 318,500
リ ー ス 資 産 126,783 そ の 他 3,104
建 設 仮 勘 定 259,447 負 債 合 計 9,398,625
無 形 固 定 資 産 18,405
特 許 権 2,968 [純  資  産  の  部]
施 設 利 用 権 7,457 株　主　資　本 3,812,812
電 話 加 入 権 7,979 資　　　本　　　金 2,155,352

投資その他の資産 250,238 資  本  剰  余  金 1,052,562
投 資 有 価 証 券 136,864 資 本 準 備 金 1,052,562
関 係 会 社 株 式 10,800 利  益  剰  余  金 618,998
破産・更生債権等 22,628 その他利益剰余金 618,998
長 期 前 払 費 用 24,473 繰 越 利 益 剰 余 金 618,998
敷 金 18,339 自 　 己 　 株 　 式 △14,100
そ の 他 59,761 評 価 ・ 換 算 差 額 等 33,524
貸 倒 引 当 金 △22,628 その他有価証券評価差額金 33,524

繰　延　資　産 3,688
社 債 発 行 費 3,688 純 資 産 合 計 3,846,337

資 産 合 計 13,244,962 負債及び純資産合計 13,244,962

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

(平成25年４月１日から)平成26年３月31日まで
（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 製 品 売 上 高 7,922,849

商 品 売 上 高 459,205 8,382,054

売 上 原 価 期 首 製 品 た な 卸 高 1,846,894

期 首 商 品 た な 卸 高 70,166

当 期 商 品 仕 入 高 346,036

他 勘 定 振 替 高(注２) △114,819

当 期 製 品 製 造 原 価 6,446,805

差 引 計 8,595,084

期 末 製 品 た な 卸 高 △1,604,540

期 末 商 品 た な 卸 高 △40,991 6,949,552

売 上 総 利 益 1,432,502

販売費及び一般管理費 1,156,436

営 業 利 益 276,065

営 業 外 収 益 受 取 利 息 203

受 取 配 当 金 3,188

賃 貸 料 収 入 47,748

為 替 差 益 402

雑 収 入 14,475 66,018

営 業 外 費 用 支 払 利 息 99,254

賃 貸 料 原 価 49,554

生 産 休 止 費 用 78,844

雑 損 失 10,207 237,860

経 常 利 益 104,223

税 引 前 当 期 純 利 益 104,223

法人税、住民税及び事業税 49,775

当 期 純 利 益 54,448

（注）１．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

２．他勘定振替高は、材料費振替高106,217千円、販売費等振替高8,601千円であります。

－ 15 －
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株主資本等変動計算書

(平成25年４月１日から)平成26年３月31日まで
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本

合計
資本準備金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 2,155,352 1,052,562 1,052,562 605,971 605,971 △13,857 3,800,028

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △41,421 △41,421 △41,421

当 期 純 利 益 54,448 54,448 54,448

自己株式の取得 △242 △242

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

事業年度中の変動額合計 － － － 13,026 13,026 △242 12,783

当 期 末 残 高 2,155,352 1,052,562 1,052,562 618,998 618,998 △14,100 3,812,812

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 23,722 23,722 3,823,751

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △41,421

当 期 純 利 益 54,448

自己株式の取得 △242

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

9,802 9,802 9,802

事業年度中の変動額合計 9,802 9,802 22,586

当 期 末 残 高 33,524 33,524 3,846,337

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針

(1) 資産の評価基準及び評価方法

　①　有価証券の評価基準及び評価方法

　　関連会社株式　　　　　　　　　移動平均法による原価法

　　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　　事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

・時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法

②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

・商品・製品・半製品・原材料・

　仕掛品

移動平均法による原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

・貯蔵品　　　　　　　　　　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額につい

ては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

(
建物（建物附属設備を除く） 定額法

その他の有形固定資産 定率法

②　無形固定資産　　　　　　　　　定額法

③　長期前払費用　　　　　　　　　均等償却

④　リース資産

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法

(3) 繰延資産の処理方法

社債発行費　　　　　　　　　　償還期間による定額法

(4) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員の賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づ

き計上しております。

－ 17 －
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③　退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務の見込額に基づき、当事業年度末にお

いて発生していると認められる額を計上しております。

(5) ヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法　　　　　　　為替予約が付されている外貨建金銭債権債務について

は、振当処理を行っております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象　　　　ヘッジ手段・・・・為替予約取引

ヘッジ対象・・・・外貨建金銭債権債務

③　ヘッジ方針　　　　　　　　　　外貨建取引における為替変動のリスクを回避する目的

で為替予約取引を行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法　　　　振当処理を採用しているため、有効性の評価は行って

おりません。

(6) 消費税等の会計処理方法　　　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

２．貸借対照表注記

(1) 担保資産

①　担保に供している資産

建物 702,188千円

構築物 41,183千円

土地 2,818,515千円

投資有価証券 47,874千円

計 3,609,761千円

②　担保資産に対応する債務

短期借入金 2,612,000千円

長期借入金 828,000千円

(1年以内返済予定額含む)

計 3,440,000千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 4,958,294千円

(3) 関係会社に対する金銭債務 29,741千円

３．損益計算書注記

(1）関係会社との取引高は、次のとおりであります。

関係会社との営業取引高

原材料仕入高 74,939千円

関係会社との営業取引以外の取引高 4,440千円

(2）通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額（戻入額）

売上原価 △26,530千円
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４．株主資本等変動計算書注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普通株式 16,623,613株 －株 －株 16,623,613株

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普通株式 55,042株 1,984株 －株 57,026株

（注）増加は単元未満株式の買取請求による取得であります。

　(3) 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

(4) 配当に関する事項

①　配当金支払額

（決議）
株式の
種類

配当金の
総額

1株当た
り配当額

基準日 効力発生日
配当の
原資

平成25年
６月26日

定時株主総会
普通株式 41,421千円 2円50銭

平成25年
３月31日

平成25年
６月27日

利益剰余金

②　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

（決議予定）
株式の
種類

配当の
原資

配当金の
総額

1株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成26年
６月26日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 41,416千円 2円50銭

平成26年
３月31日

平成26年
６月27日

５．税効果会計に関する注記

繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

その他有価証券評価差額金 12,843千円

繰延税金負債計 12,843千円

－ 19 －
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６．退職給付会計に関する注記

(1）確定拠出型の制度として確定拠出年金制度と退職一時金制度を設けております。

(2）退職給付債務に関する事項

退職給付債務 323,168千円

退職給付引当金 323,168千円

※当社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

(3）退職給付費用に関する事項

勤務費用 61,763千円

退職給付費用 61,763千円

※当社は退職給付費用の算定にあたり、簡便法を採用しております。

７．金融商品に関する注記事項

(1）金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行

借入による方針であります。デリバティブは、為替変動リスクを回避するために利用し、

投機的な取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されており、外貨建ての

営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。当該リスクに関しては、当社の与信

管理規程に従い、リスク低減を図っております。また、為替の変動リスクに関しては、為

替予約を利用してヘッジしております。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対

象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の「重要な会計方針」に

記載されている「ヘッジ会計の方法」に記載しております。

投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期毎に時価の把握を行っ

ております。

営業債務である支払手形、買掛金及び未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日で

あります。

借入金、社債及びファイナンス・リース取引に係るリース債務の使途は運転資金（主と

して短期）及び設備投資資金であります。

金融商品取引については取引権限及び取引限度額を定めた社内ルールに従い、財務経理

部が決裁権限者の承認を得て行っております。

－ 20 －

個別注記表
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(2）金融商品の時価等に関する事項

平成26年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含

まれておりません（（注２）参照）。

貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

(１) 現金及び預金 3,431,826千円 3,431,826千円 －千円

(２) 受取手形 117,712千円 117,712千円 －千円

(３) 売掛金 1,990,712千円 1,990,712千円 －千円
(４) 投資有価証券
　　　 その他有価証券

136,864千円 136,864千円 －千円

(５) 支払手形  （＊1） 775,056千円 775,056千円 －千円

(６) 買掛金 547,665千円 547,665千円 －千円

(７) 未払金 235,759千円 235,759千円 －千円

(８) 短期借入金 3,900,000千円 3,900,000千円 －千円

(９) 社　債    （＊2） 250,000千円 253,561千円 3,561千円

(10) 長期借入金（＊2） 2,664,786千円 2,665,806千円 1,020千円

(11) リース債務（＊2） 127,949千円 127,477千円 △472千円

（＊1）設備支払手形を含めております。

（＊2）１年以内に期限到来の流動負債に含まれている社債、長期借入金及びリース債務を含め

       ております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

(1) 現金及び預金、(2）受取手形、(3）売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

なお、一部の外貨建売掛金は、為替予約の振当処理の対象とされており、ヘッジ対象と

される売掛金と一体として処理しているため、その時価は売掛金の時価に含めて記載して

おります。

(4) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

(5) 支払手形、(6）買掛金、(7）未払金、（8）短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

(9）社債、(10) 長期借入金

社債及び長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規発行及び借入を行

った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

(11) リース債務

リース債務の時価は、元利金の合計額を、同様の新規リース取引を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いた現在価値により算定しております。

－ 21 －
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（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

貸借対照表計上額

投資有価証券
　非上場株式

21,914千円

関係会社株式 10,800千円

未払役員退職慰労金 318,500千円

これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積ることなどがで

きず、時価を把握することが極めて困難と認められるため上表には含めておりません。

８．関連当事者との取引に関する注記

役員及び個人主要株主等

種類

会社等
の名称
又は氏
名

所在地
資本金
又は
出資金

事業の
内容又
は職業

議決権
等の所
有(被
所有)
割合

関連当
事者と
の関係

取引の
内容

取引金額 科目 期末残高

 役員

 及び

 その

近親者

福岡

直彦
― ―

当社代

表取締

役

(被所有)

 直接

16.9%

　－

当社銀

行借入

に対す

る保証

55,600

千円
　－ 　－

（注）当社は、銀行借入に対して代表取締役福岡直彦より債務保証を受けております。

　　　なお、保証料の支払は行っておりません。

９．賃貸等不動産に関する注記

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

10．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 232円17銭

(2) １株当たり当期純利益 ３円29銭

－ 22 －
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会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書

平成26年５月16日

ケミプロ化成株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 北本　敏 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 坊垣慶二郎 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ケミプロ化成株式会社の

平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第33期事業年度の計算書類、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書につ

いて監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は

誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示する

ために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類

及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において

一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な

保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手

するための手続きが実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬に

よる計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び

適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない

が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する

ために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す

る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討す

ることが含まれる。

－ 23 －
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　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の

財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。

　以　上

－ 24 －

会計監査人の監査報告
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第33期事業

年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ

き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実

施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から

その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし

た。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、

職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通

を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会そ

の他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、

本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適

合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保する

ために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定め

る体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備され

ている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその

構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求

め、意見を表明しました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業

報告及びその附属明細書について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施し

ているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査

人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社

計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平

成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受

け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度

に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個

別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

－ 25 －
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及

び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ

ん。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

平成26年５月20日

ケミプロ化成株式会社　監査役会

常勤監査役 清 水 俊 造 

社外監査役 香 山 敏 廣 

社外監査役 梅 田 和 路 

社外監査役 大 石 　 建 

以　上

－ 26 －

監査役会の監査報告



2014/05/27 19:04:59 / 13981676_ケミプロ化成株式会社_招集通知

株主総会参考書類

第１号議案　　剰余金処分の件

　当社は、経営環境、業績、将来の事業展開等を総合的に勘案したうえで、

財務体質の強化を図りつつ、安定的かつ継続的に配当を行うことを基本方針

としております。

　第33期の期末配当につきましては、当期の業績ならびに今後の事業展開等

を勘案いたしまして、以下のとおりといたしたいと存じます。

①　配当財産の種類

金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき金２円50銭

配当総額　41,416,467円

③　剰余金の配当が効力を生じる日

平成26年６月27日といたしたいと存じます。

第２号議案　　取締役５名選任の件

　取締役５名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。

　つきましては、取締役５名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

氏　　　　　　　　　名
（　生　年　月　日　）

略歴、当社における地位および
担当ならびに重要な兼職の状況

所有する当社の
株 式 の 数

1
ふくおか　　　なおひこ
福　　岡　　　直　　彦
（昭和２年２月26日生）

昭和58年10月　当社入社
昭和60年５月　当社代表取締役社長
平成14年12月　当社代表取締役会長
平成22年４月　当社代表取締役会長兼社長
平成24年４月　当社代表取締役会長
　　　　　　　（現在に至る）

2,791,160株

2
かわい　　　　のりお
河　　井　　　典　　生
（昭和40年５月16日生）

平成元年３月　当社入社
平成18年４月　化学品事業部営業本部長
平成20年４月　当社執行役員
平成22年４月　営業本部長兼営業部長
平成23年６月　当社取締役
　　　　　　　（現在に至る）
平成24年４月　営業本部長兼営業部長兼新
　　　　　　　規ビジネス推進部長
平成25年11月　営業本部長兼営業部長兼有
　　　　　　　機電子材料技術本部長兼有
　　　　　　　機EL材料技術部長兼福島研
　　　　　　　究所長
　　　　　　　（現在に至る）

15,000株

－ 27 －
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候補者
番　号

氏　　　　　　　　　名
（　生　年　月　日　）

略歴、当社における地位および
担当ならびに重要な兼職の状況

所有する当社の
株 式 の 数

3
かねこ　　　　ゆういち
金　　子　　　勇　　一
（昭和42年10月13日生）

平成２年３月　当社入社
平成18年１月　姫路工場長代行兼相生工場
　　　　　　　生産技術部長兼化学品技術
　　　　　　　部長
平成20年４月　当社執行役員
平成22年４月　生産技術部統括本部長
平成23年６月　当社取締役
　　　　　　　（現在に至る）
平成24年２月　生産技術部統括本部長兼新
　　　　　　　規ビジネス推進部技術担当
　　　　　　　役員
平成25年11月　生産技術部統括本部長兼新
　　　　　　　規ビジネス推進技術担当役
　　　　　　　員兼有機電子材料技術本部
　　　　　　　技術担当役員
　　　　　　　（現在に至る）

13,000株

4
※

すぎもと　　　おさむ
杉　　本　　　　治
（昭和36年８月22日生）

昭和59年３月　当社入社
平成18年１月　明石工場長代行兼製造部長
平成21年４月　生産本部明石工場長
平成26年２月　当社執行役員生産本部長兼
　　　　　　　明石工場長
　　　　　　　（現在に至る）

－株

5
※

かねとし　　　ひさし
兼　　俊　　　寿　　志
（昭和36年７月27日生）

昭和60年４月　㈱第一勧業銀行（現㈱みず
　　　　　　　ほ銀行）入行
平成21年１月　㈱みずほ銀行　亀戸支店長
平成22年11月　同行公務第二部長
平成25年５月　当社出向
　　　　　　　管理本部財務経理部長
平成26年１月　管理本部財務経理部長兼
　　　　　　　総合管理部長
　　　　　　　（現在に至る）

－株

（注）１．※は新任の取締役候補者であります。

　　　２．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

－ 28 －
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第３号議案　　株式給付信託導入の件

　当社取締役の報酬は、「基本報酬」により構成されておりましたが、取締

役報酬と当社業績および株式価値との連動性をより明確にし、取締役が株価

上昇によるメリットのみならず、株価下落リスクまでも株主の皆様と共有す

ることで、中長期的な業績向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めるこ

とを目的として、今般、新たに取締役（社外取締役、監査役を除く）に対す

る業績連動型株式報酬制度（以下、「本制度」といいます。）を導入いたし

たいと存じます。

　具体的には、平成７年６月29日開催の第14期定時株主総会において決議い

ただいた取締役の報酬限度額（年額３億円以内）とは別枠で、新たな業績連

動型株式報酬を平成27年３月末日で終了する事業年度から当社取締役に対し

て支給いたしたく、報酬等の額についてのご承認をお願いするものでありま

す。

　本制度の詳細につきましては、下記に記載の枠内で取締役会にご一任いた

だきたいと存じます。

　なお、現時点において、本制度の対象となる取締役の員数は第２号議案が

原案どおり承認可決されますと５名となります。

　本制度における報酬の額および参考情報

（１）本制度の概要

　本制度は、当社が拠出する金銭（その上限は下記（２）のとおり）

を原資として当社株式が信託を通じて取得され、当社取締役に対して、

当社が定める役員株式給付規程に従って、業績達成度などに応じて当

社株式を信託を通じて給付する業績連動型の株式報酬制度であります。

　なお、当社取締役が当社株式の給付を受ける時期は、原則として取

締役の退任時となります。

（２）当社が拠出する金銭の上限（報酬等の額）

　当社は、平成27年３月末日で終了する事業年度から平成31年３月末

日で終了する事業年度までの５事業年度（以下、当該５事業年度の期

間、および当該５事業年度の経過後に開始する５事業年度ごとの期間

を、それぞれ「対象期間」といいます。）およびその後の各対象期間

を対象として本制度を導入し、当初の対象期間に関して本制度に基づ

く取締役への交付を行うための株式の取得資金として、50百万円を上

限とする金銭を拠出し、受益者要件を満たす取締役を受益者とする信

－ 29 －
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託（以下、「本信託」といいます。）を設定いたします。

　なお、当初の対象期間経過後も本制度が終了するまでの間、当社は

各対象期間ごとに50百万円を上限として追加拠出を行います。ただし、

かかる追加拠出を行う場合において、当該追加拠出を行おうとする対

象期間の直前の対象期間の末日に信託財産内に残存する当社株式（取

締役に付与されたポイント数（ポイントについては、下記（４）ご参

照）に相当する当社株式で、取締役に対する株式の給付が未了である

ものを除く。）および金銭（以下、「残存株式等」といいます。）が

あるときは、残存株式等は以後の対象期間における本制度に基づく給

付の原資に充当することとし、当社が当該対象期間において追加拠出

することができる金額の上限は、50百万円から残存株式等の金額（株

式については、当該直前の対象期間の末日における時価をもって、残

存株式等の金額とする。）を控除した金額とします。

（３）当社株式の取得方法

　本信託による当社株式の取得は、取引所市場等を通じて、または当

社の自己株式処分を引き受ける方法により、これを実施いたします。

　当初の対象期間における株式の取得の予定は次のとおりであります。

当初信託設定日　　　　　　　：平成26年８月25日（予定）

当初信託拠出額　　　　　　　：50百万円（予定）

当面取得する株式の数の上限　：250,000株（予定）

当面取得する株式の対価の上限：50百万円（予定）

上記株式を取得する時期　　　：信託設定後原則として３か月以内

　詳細につきましては、本議案のご承認をいただいた後、取締役会に

おいて決定のうえ、適時適切に開示いたします。

（４）取締役に給付される当社株式数の算定方法

　取締役には、各事業年度に関して、役員株式給付規程に基づき当該

事業年度における役位、業績達成度等を勘案して定める数のポイント

を付与いたします。なお、取締役に付与されるポイントは、下記（５）

の株式給付に際し、１ポイント当たり当社普通株式１株に換算されま

す（ただし、本議案の承認後において、当社株式について株式分割、

株式無償割当または株式併合等が行われた場合には、その比率等に応

じて換算比率について合理的な調整を行います。）。

－ 30 －
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　給付する株式の数の算定に当たり基準となる取締役のポイント数は、

退任時までに当該取締役に付与されたポイントを累積した数（以下、

「確定ポイント数」といいます。）で確定いたします。

（５）株式給付時期

　当社の取締役が退任し、所定の受益者確定手続きを行うことにより、

当該取締役は、確定ポイント数に相当する当社株式について、本信託

から給付を受けることができるものといたします。

（６）本信託内の株式に係る議決権

　本信託内の当社株式に係る議決権は、信託管理人の指図に基づき、

一律に行使しないことといたします。かかる方法によることで、本信

託内の当社株式に係る議決権の行使について、当社経営への中立性を

確保することを企図しています。

以　　上

－ 31 －
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株主総会会場ご案内図

神戸市中央区港島中町６丁目９番１号

神戸国際会議場　５階 501号室

明石・姫路方面

市営地下鉄

新幹線

新神戸 新大阪・京都方面

県庁前

花隈　 梅田　
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元町　 梅田　
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神戸国際会議場

神戸空港方面

※阪急線および阪神線は、駅名が神戸三宮駅に改称されております。

地図




